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エグゼクティブサマリー

第1の普及条件は、再生可能エネルギーが価
格・性能面でグリッドパリティとソケットパ
リティに到達していることです。第2の普及

条件は、太陽光と風力がコスト効率よく系統需給調
整に寄与できることです。第3の普及条件は、新技術
が太陽光と風力の競争力をさらに高めつつあること
です。

　エネルギー消費者の需要は、概ね3つの目標を軸
に形成されています。この3つの目標は、上に挙げた
3つの普及条件の下で再生可能エネルギーによって

最もよく達成されています。各目標を重視する度合
いはさまざまですが、消費者は最も信頼性が高く、
低コストで、しかも環境に配慮したエネルギー源を
求めています。
　こうした消費者の筆頭に挙げられるのは、スマー
トシティ計画に再生可能エネルギーを取り入れてい
る都市、オングリッドとオフグリッドで再生可能エネ
ルギーの恩恵を社会に行き渡らせるコミュニティレ
ベルのエネルギープロジェクト、開発の過程で再生
可能エネルギーの導入を推し進める新興市場、そし
て太陽光および風力エネルギーの調達範囲を拡大す
る企業です。
　こうしたトレンドは、相互に強め合う好循環を通じ
て今後も強まるとみられます。新技術の導入に伴い、
さらなるコスト削減とグリッド接続性改善が促され
ます。その結果、ますます多くのエネルギー消費者が
自ら望ましいエネルギー源を調達し、世界中で国家
レベルのエネルギー移行を促すことが可能になりま
す。

再生可能エネルギーが「主流の」エネルギー源と認識されるようになったのはごく
最近ですが、今では急速に、「最も選ばれるエネルギー源」となりつつあります。多
くの先進国や発展途上国で明らかなように、普及条件と需要のトレンドが相まって強
力な追い風となり、太陽光と風力は競争力で従来型エネルギー源と肩を並べ、それ
らをしのぐようになっています。

再生可能エネルギーは
急速に、最も選ばれるエ
ネルギー源となりつつあ
ります。

世界の再生可能エネルギー動向
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出所：デロイトによる分析

普及条件のトレンド

需要のトレンド
コミュニティ + 都市 + 新興市場 + 企業

信頼性、低コスト、環境配慮

技術

パリティ + 統合

図1

再生可能エネルギーは、信頼性が高く、低コストで、かつ環境に配慮した
エネルギー需要のニーズを最も満たすことができる

太陽光と風力は世界の主流電源の一つから、最も選ばれる電源へ
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普及条件

再生可能エネルギーの普及を長らく妨げてい
た障壁は、グリッドパリティへの急速な接
近、コスト効率と信頼性に優れた送配電網

統合、技術革新という3つの普及条件が揃ったこと
で取り除かれました。かつては高コストによりニッチ
市場を超える拡大は見込めないとされていた太陽光
と風力は、今や価格面で従来型のエネルギー源をし
のぎ、性能面でもますます肩を並べつつあります。再
生可能エネルギーの統合には、解決すべき多くの問
題が伴うという見方は逆転しました。太陽光と風力
の統合は、送配電網の問題解決に寄与し始めていま
す。再生可能エネルギーはもはや支援技術の成熟を
待つのではなく、むしろ従来型のエネルギー源に先
駆けて最先端技術を取り込んでいます。

I.系統電力に対し価格・性能面で
パリティに到達
　太陽光と風力の普及ペースと急激なコスト低下は、
最も楽観的な業界プレイヤーや観測筋の予想をも超
えています。風力発電と太陽光発電は、あらゆる予
想を超え、根強い懐疑論にもかかわらず、補助金な
しでも世界の上位市場すべてで従来型の発電技術と
競合するまでに至っています。
　太陽光と風力は、従来型のエネルギー源に対し価
格面でパリティに到達し、性能面でも急速にパリティ
に近づいています。実は、補助金を受けない発電所
規模の陸上風力および太陽光発電の均等化発電原
価（LCOE）は、世界の大部分で他の大半の発電技
術と同等以下の水準に低下しています 1。コンバイン
ドサイクル・ガスタービン（CCGT）などの方式の
方が負荷曲線に追従する柔軟性が高いものの、蓄電
池のコスト低下やその他の技術革新により、太陽光
と風力の間欠性の影響が平滑化され、従来型のエネ

ルギー源との競争に必要な信頼性が向上しています。
価格面から見ると、陸上風力は世界最低コストの発
電用エネルギー源です。補助金なしの LCOEレンジ
は 30～ 60米ドル /メガワット時（MWh）で、最
低コストの化石燃料である天然ガス（42～ 78米ド
ル /MWh）のレンジを下回っています 2。
　2017年末までに、陸上風力の容量は、2011年
の容量 216ギガワット（GW）から 2倍以上に増加
しました。合計 121か国が約 495GWの陸上風力
発電を導入しており、中国、米国、ドイツ、インド、
スペイン、フランス、ブラジル、英国、カナダが上位
を占めています。この 9か国では、陸上風力は価格
面でパリティに到達しています 3。米国では、コスト
が最も低いのはグレートプレーンズやテキサス州など
風の強い地域で、最も高いのは北東部です 4。世界
的に見ると、上記の上位 9か国とユーラシアおよび
オーストラリアが最低コストとなっています 5。
　発電所規模の太陽光が風力の後に続き、2番目
に低コストのエネルギー源となっています。太陽光の
LCOEレンジ（43～ 53米ドル /MWh）の上端は、
他のいかなる発電方式のレンジをも下回っていま
す 6。2017年には、世界の 187か国で 2011年の
総容量 69GWを上回る 93.7GWの追加を記録し、
総容量は 386GWに達しました。上位を占めたのは
中国、日本、ドイツ、米国、イタリア、インド、英国
です 7。太陽光は、これらの諸国のうち日本を除く全
市場で価格面のパリティに到達しています。日本は主
に高水準の資本コストにより、世界最高コストの太陽
光市場の 1つとなっています。日本は競争入札への
移行に伴い、2025～ 2030年には太陽光の価格面
でパリティに到達すると見込まれます。米国では、コ
ストが最も低いのは南西部諸州とカリフォルニア州で
す 8。世界的に見ると、太陽光のコストはオーストラ
リアが最低で、アフリカが最高コストとなっています 9。

世界の再生可能エネルギー動向
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洋上風力とCSPもパリティに到達
洋上風力と太陽熱発電（CSP）もパリティに到達しつつあります。LCOEレンジは石炭のレンジの上端と重
なりますが、まだガス・コンバインドサイクルのレンジを上回っています。2017年には 15か国で 4.9GWの
洋上風力が追加され、総容量は 19.3GWに達しました。その大部分は英国、ドイツ、中国、デンマークで
導入されたものです 14。洋上風力はドイツとデンマークでパリティに到達しており、英国では2025～2030年、
中国では2024年にパリティに到達すると予想されます15。米国では洋上風力発電所は1つしかありませんが、
進行中のプロジェクトは増加しており、競争力の高い北大西洋沿岸が大半を占めます。稼働設備が増加する
につれて、米国における洋上風力の LCOEは欧州や中国の水準まで低下し、今後 10年以内にパリティに到
達すると予想されます。CSP技術を使用する発電所については、スペイン（2.3GW）と米国（1.8GW）が
15か国計 4.9GWの市場をリードしていますが、スペインでは 2013年以降、米国では 2015年以降、容
量が追加されていません。その他の CSP市場は、容量の大きい方から順番に、南アフリカ、インド、モロッコ、
アラブ首長国連邦、アルジェリア、エジプト、中国、オーストラリア、イスラエル、イタリア、タイ、ドイツ、ト
ルコです 16。LCOEが最も低いのは中国とサウスオーストラリア州です 17。CSPはまだどの市場でもパリティ
に到達していませんが、最近では記録的な低価格の入札結果が相次いでいることから、2020年までに化石
燃料と競合する水準に達するとみられます 18。その技術の性質上、CSPは蓄電池を備えており、従来型のエ
ネルギー源に対し性能面でもパリティを達成可能です。

　上記の主導的な諸国以外でも、他の発電方式との
コスト格差が広がる中、太陽光と風力は世界的に価
格面のパリティ到達が視野に入っています。コンバイ
ンドサイクル・ガスプラントを除くすべての従来型発
電方式と、非間欠的な再生可能エネルギーの LCOE
は、いずれも過去 8年間で横ばい（バイオマス、石炭）
または増加（地熱、水力、原子力）しています。一方、
陸上風力と発電所規模の太陽光の LCOEは、部品
コストの急落と効率の向上に伴い、それぞれ 67%と
86%減少しています。この部品コスト低下と効率化
という 2つのトレンドは、今後も続くと予想されま
す 10。Bloomberg New Energy Financeによると、
陸上風力と太陽光の発電コストは、2018年上半期
にすでに 18%低下しています 11。欧州、日本、中
国では、競争入札がさらなるコスト低下の重要な要
因です。競争入札は補助金に頼らない、より低価格
での導入を促すからです。
　先進国における風力タービンの高性能化（リパワ
リング）も、設備利用率を引き上げることで世界の
平均コストを押し下げています。さらに、世界的な開
発企業と国際機関が提携してプロジェクト開発を促
進しているため、発展途上国におけるコストは低下
する可能性があります。そうしたパートナーシップは、
世界的な資源の不均衡の解決に寄与しています。こ

の不均衡は、日本、ドイツ、英国が太陽光資源に極
めて乏しいにもかかわらず太陽光発電の世界的リー
ダーである一方、アフリカと南米はそれぞれ太陽光
資源と風力資源に最も富みながら、それらの資源が
ほとんど手つかずのままであるという事実から生じて
います 12。太陽光と風力の容量増大に伴い、多くの
従来型エネルギー源は設備利用率が低下するため、
既存および新規の従来型プロジェクトの LCOEは増
加していきます。新規の太陽光および風力発電所の
コストは、最終的に新規の従来型発電所のコストを
下回るにとどまらず、世界中の既存発電所の運転を
継続するコストをも下回る可能性があります。これは
昨年、Enelがチリにおける風力、太陽光、および地
熱発電所の建設を落札したことにより、すでに実証さ
れています。これらの発電所は、既存の石炭および
ガス発電所の燃料費より低いコストで電力を販売する
予定です 13。
　蓄電池を併設した発電所規模の太陽光と風力はま
すます競争力を高め、価格面に加えて性能面でもグ
リッドパリティに到達しようとしています。蓄電池の追
加により、太陽光と風力はより調整可能となり、従
来型のエネルギー源が長らく保ってきた優位性を低下
させています。蓄電池を併設した再生可能エネルギー
の方がコストは高いものの、キャパシティサービスや

太陽光と風力は世界の主流電源の一つから、最も選ばれる電源へ
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アンシラリーサービスを提供できるため、有用性に
優れています。この追加的な価値を収益化できるか
どうかは、規制と市場の構造によって決まります。し
かし、それらのサービスを販売できない場合でも、こ
の組み合わせは有用性に優れています。事業者は自
らのニーズを効率よく満たせる上、系統電力の利用
をピーク時以外の比較的安価な時間帯にシフトでき
る可能性があるからです。リチウムイオン電池のコス
トが 2010年以降 80%近く低下し、太陽光の普及
率が上昇する中、蓄電池を併設した再生可能エネル
ギーは価格面でもパリティに到達しています 19。太陽

光の上位市場すべてで、蓄電池を備えた発電所規模
のプロジェクトが進んでいます。蓄電池市場で先頭を
走る米国では、太陽光と蓄電池の併設は一部の市場
ですでに高い競争力を備えているため、開発業者の
Lightsourceは、自社の西部における入札すべてに
蓄電池を含めると発表しています 20。投資税額控除
を考慮すると、米国では太陽光と蓄電池の併設プロ
ジェクトが来年以降、まずアリゾナ、次にネバダとコ
ロラドでパリティに到達する見込みです。これらの州
では、風力と蓄電池の併設もパリティに到達します 21。
最近の RMIの調査では、再生可能エネルギーと蓄

注記：上位市場 = >10GW
出所：IRENA、「Renewable Capacity Statistics 2018」（再生可能エネルギー容量統計2018）に基づくマップ。
Lazard、「Levelized Cost of Energy Analysis—Version 11.0」（均等化発電原価分析 - バージョン11.0、2017年11月）
に基づくLCOEの比較。

図2

世界の大半の国が太陽光と風力の両方の容量を有し、
1か国（日本）を除くすべての上位市場がパリティに到達

北米 欧州

南米 アフリカ

アジアおよび中東

オセアニア

太陽光の容量のみ 風力の容量のみ 太陽光と風力の両方の容量
太陽光の上位市場 風力の上位市場 太陽光と風力の両方の容量を有する上位市場 太陽光と風力の容量が1MW未満

風力の上位市場 太陽光の上位市場

中国
米国
ドイツ
インド
スペイン
フランス
ブラジル
英国
カナダ

中国
日本*
ドイツ
米国
イタリア
インド
英国

*上位市場のうち、日本はパリティに到達し
ていない唯一の国です。

LCOEの比較（ドル/MWh）

風力
太陽光
ガス・コンバインドサイクル
石炭

30 60
43 53

42 78
60 143
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電池の併設は、分散型資源やデマンドレスポンスと
組み合わせて「クリーンエネルギー・ポートフォリオ」
を構成し、現状で新規ガス発電所の建設より低いコ
ストで、また早ければ 2026年には既存ガス発電所
の運転より低いコストで、同じ送配電サービスを提供
できることが示されています 22。
　発電所規模でのグリッドパリティは唯一の要素では
ありません。屋上太陽光などの分散型再生可能エネ
ルギーは、価格・性能面でソケットパリティに到達し
ているのです。この場合、価格面でパリティに到達す
るのは、自家発電のコストが小売電力のコストを下

回った時です。商用太陽光は、インドを除くグリッド
パリティを達成した太陽光の上位市場の一部におい
て、補助金なしでソケットパリティに到達しています 23。
これらの市場では、税額控除やネットメータリングな
どのインセンティブにより住宅用太陽光も競争力を有
し、カリフォルニア州では 2020年以降、新築住宅
に設置が義務付けられています。太陽光発電の設置
者は、ますます住宅用太陽光に蓄電池を併設してい
ます。米国の住宅所有者は、2018年第 1四半期に、
それまでの 3四半期の合計と同じ数の住宅用蓄電設
備を導入しました。その大部分はカリフォルニア州と
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ハワイ州です 24。住宅用の太陽光と蓄電池の併設コ
ストは、現在、米国の 19州、およびオーストラリア
とドイツの一部地域で小売電力のコストを下回ってい
ます。オーストラリアとドイツでは、2017年に設置
された住宅用太陽光発電システムのそれぞれ 40%
と50%が蓄電池を備えていました 25。オーストラリ
アと欧州では、住宅用および商用の屋上太陽光が発
電所規模の太陽光の容量を上回っており、太陽光と

蓄電池を併設した分散型システムが発電所規模の太
陽光・蓄電池併設システムを抑えて、グリッドパリティ
およびソケットパリティ到達時の決定的な競合エネル
ギーとなる可能性が高まっています。

II. コスト効率と信頼性に
優れた送配電網統合
　太陽光および風力エネルギーの導入に関して最も
よく指摘されている障壁の 1つはその間欠性ですが、
状況は逆転しつつあります。太陽光と風力は、間も
なく解決すべき問題ではなくなり、むしろ系統需給調
整に対する解決策となる可能性があります。実のとこ
ろ、再生可能エネルギーの統合はそれほど困難でも
高コストでもありません。その上、再生可能エネル
ギーは送配電網のレジリエンスと信頼性を高め、不
可欠な送配電サービスを提供できることが実証され
ています。
　太陽光と風力の間欠性の問題は、誇張されている
ともいえます。ほとんどの国や地域では、再生可能
エネルギーの普及率は送配電網に対する最小限の調
整しか要しない水準です。再生可能エネルギーはシ
ステムレベルではほとんど影響を与えず、運用手法
や既存資源の利用には小さな変更しか要求しません 26。
再生可能エネルギーの普及率が高い国や地域では、
より複雑なシステム上の変更が必要で、従来型のエ
ネルギー源を調整することにより、より多くの再生可
能エネルギーをコスト効率よく統合できるようにして
います。例えば、欧州連合、中国、インドでは、事
業者が改装した従来型の熱電併給プラントで発電せ
ずに熱を生み出し、石炭および CCGTプラントでさ
らなる柔軟性と安定性を実現しています。近隣市場
との連係は、もう1つの重要な手段として北欧や米
国の一部地域で成果を上げています。広い地域に分
散した再生可能エネルギーを集約することで、よりコ
スト効率よく出力を平滑化し、負荷抑制を不要にする
ことができるからです 27。

注記：単位 = GW
出典：IRENA、「Renewable Capacity Statistics 2018」
（再生可能エネルギー容量統計 2018）。

図3

陸上風力と太陽光の上位市場
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出所：IRENA、「Renewable Capacity Statistics 2018」
（再生可能エネルギー容量統計2018）。
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　太陽光と風力は電力価格に下押し圧力を加えてい
ます。理論的には、太陽光と風力は発電の限界費用
がゼロであるため、より高コストの発電方式を駆逐し、
電力価格を引き下げます。実際の世界では、太陽光
の導入は真昼の価格のピークを平坦化し、風力は夜
間の価格を引き下げています 28。米国では、太陽光
と風力の上位 20州のうち4分の 3で電力価格が全
米平均を下回っています。4分の 1の州は、米国で
電力が最も安い 10州（風力の先進地であるテキサ
ス州など）に含まれます 29。欧州における太陽光と
風力の最上位市場であるドイツでは、卸売価格が過
去 10年で半値以下になっています。間欠的な再生
可能エネルギーの割合が世界最高（53%）であるデ
ンマークでは、税金などを除外した電力価格が欧州
で最低の水準です。ローレンス・
バークレー国立研究所は、米
国で再生可能エネルギーの普
及率がデンマークの水準である
40～ 50%に達すると、一部
の州では「計測できないほど
安価なエネルギー」の幕開け
を迎えると評価しています 30。
　太陽光と風力の割合が増加
すると、送配電網の信頼性とレ
ジリエンスが向上します。米国
で特に停電が少ない州は、太
陽光と風力の上位州に含まれ
ます 31。テキサス州では、過去
10年で風力の発電量が 645%増加し、送配電網の
信頼性指標は大幅に向上しました 32。ドイツとデンマー
クの送配電網も、過去 10年で信頼性が向上してい
ます。デンマークでは、1年の 5分の 1は同国西部
にある太陽光と風力が消費電力の 90%を生産して
いるにもかかわらずです。連係したデンマークとドイ
ツの送配電網は、現在、世界最高水準の信頼性を
備えた送配電網です 33。欧州のデータによると、計
画外停止は陸上および洋上風力の供給停止のうち少
数にすぎないのに対して、大半の石炭およびガス発
電所の供給停止は計画外です。陸上風力の供給停止
は、他のあらゆる発電方式と比べて少なく、短時間で、
しかも迅速に復旧しています 34。異常気象により送
配電網のレジリエンスが試された事例では、再生可
能エネルギーが燃料を使用する発電方式の不足分を
補いました。風力は、英国が 2018年に大雪で天然

ガスの不足に直面した際、発電量の記録を更新しま
した。また米国では、石炭パイルが 2014年に極渦
の大寒波で凍結した際や 2017年にハリケーン「ハー
ビー」により浸水した際、発電量の予想を上回りま
した 35。
　太陽光と風力は、重要な送配電網資産として活
用できます。間欠的な再生可能エネルギーは、すで
に系統需給調整に寄与しています。例えば、風力発
電は 2017年、北部 MISO（Midcontinent Inde-
pendent System Operator）における 3時間の急
激な出力変動の大部分で深刻さの軽減に寄与しまし
た 36。しかし、従来型の発電方式は、なお周波数、
電圧、出力変動に関連する事実上すべての不可欠な
送配電信頼性サービスを提供しています。とはいえ、

こうした状況は変化する可能性があります。スマート
インバータと高度な制御により、太陽光や風力でもそ
れらのサービスを他の発電方式と同水準かそれ以上
に提供できるようになっているからです 37。スマートイ
ンバータと組み合わせると、太陽光と風力は日没後
や風のない時でも従来型の発電方式よりはるかに迅
速に出力を上昇させ、送配電網の安定化を促すこと
ができます。太陽光については、他のいかなる発電
方式よりもはるかに高い応答精度を発揮（より迅速
に必要な発電量で応答）します 38。また、スマートイ
ンバータは、消費者に最小限の影響しか与えずに分
散型資源を送配電網資産に変え、それらの資源を電
力会社で認識および利用できるようにすることができ
ます。こうした機能を活用しているいくつかの地域で
は、その提供を義務化し（ケベックなど）、再生可能
エネルギーの供給者が市場でアンシラリーサービスを

再生可能エネルギーの統合はそれほど
困難でも高コストでもありません。
その上、再生可能エネルギーは送配電
網のレジリエンスと信頼性を高め、不
可欠な送配電サービスを提供できるこ
とが実証されています。

太陽光と風力は世界の主流電源の一つから、最も選ばれる電源へ
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注記：平均小売価格は10.41セント/kWh。
出典：GTM Research、SEIA、「U.S. Solar Market Insight, 2017 Year in Review」（米国太陽光市場インサイト、2017年の回顧
）、2018年、p. 8。American Wind Energy Association、「Wind Energy in the United States」（米国における風力エネルギー
）、2018年。US Energy Information Administration、「State Electricity Profiles」（各州電力プロフィール）、2018年1月25
日（データは2016年）。

図4

米国では太陽光と風力の電力価格が上位20州のうち4分の3で
全米平均を下回る
電力価格は、マサチューセッツ、カリフォルニア、ニューヨーク、ニュージャージー、カンザスを
除くすべての州で平均未満
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販売できるようにし（イタリアなど）、新しいサービス
市場を創設しています（英国など）39。

III.再生可能エネルギーの自動化、
インテリジェント化、ブロックチェー
ン化、および変革のための技術  
　自動化、人工知能（AI）、ブロックチェーン、先進
的な材料・製造プロセスなどの新技術は、再生可能
エネルギーの導入を促進することができます。そうし
た新技術は、再生可能エネルギーの生産・運用を合
理化する技術（自動化や先進的な製造方式）から、
再生可能エネルギーの利用を最適化する技術（気象
予報における AI）、再生可能エネルギーの市場を改
善する技術（ブロックチェーン）、太陽光パネルや風

力タービンの材料を変革する技術（先進材料）まで
多岐にわたります。こうした技術は、さらなるコスト
低下と統合を促すことにより、前述の 2つのトレンド
を後押しします。 
　自動化は、太陽光と風力の生産・運用に要する時
間とコストを劇的に削減しています。FirstSolarは昨
年、米国の製造工場を自動化し、中国の競合企業よ
り30%低いコストで自社製パネルを3倍に大型化し
ました。これは何日もかかる 100ステップもの工程
から、数時間しか要しない数ステップの工程へと生
産を変革することで実現しました 40。自動化は洋上
風力の運転にも重要な影響を及ぼしています。洋上
風力は設備容量（GW）当たりの計画保守停止が他
のいかなる発電方式よりも長時間です 41。7月には、
世界最大の洋上風力発電所で完全自動のドローンが

注記：平均小売価格は10.41セント/kWh。
出所：GTM Research、SEIA、「U.S. Solar Market Insight, 2017 Year in Review」（米国太陽光市場インサイト、2017年の回顧）、
2018年、p. 8。American Wind Energy Association、「Wind Energy in the United States」（米国における風力エネルギー）、
2018年。US Energy Information Administration、「State Electricity Profiles」（各州電力プロフィール）、2018年1月25日（デー
タは2016年）。

世界の再生可能エネルギー動向
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導入され、点検時間が 2時間から 20分に短縮され
ました 42。将来的には、現在開発中の巡回ロボット
により、太陽光パネルや風力タービンの内部構造と
材料に対するマイクロ波および超音波検査が可能に
なります。 
　自動化されたプロセスは、AIによる予測分析や処
方分析に役立つ大量のデータを収集します。
　AIは気象予報に微調整を加え、再生可能資源の
利用を最適化します。気象予報は、再生可能エネル
ギーの統合における重要な要素です。気象により、
風力および太陽光資源の利用可能性や消費量が大き
く左右されるからです。気温が低く風の強い日中に
は、風力発電の需要と供給はどちらも増加する可能
性がある一方、風の強い夜間には、供給は増加する
ものの需要は変化しない可能性があります。AIシス
テムは、衛星画像、測候所における測定値、過去の
パターン、風力タービンや太陽光パネルのセンサーか
らのデータを処理して気象を予測し、予測と現実を
照らし合わせ、機械学習によりモデルを調整して予
報の精度を次第に引き上げることができます。AIシ
ステムは何百テラバイトものデータを処理し、極めて
詳細な予報を頻繁に提供できます。太陽光と風力の
先進市場における全国的な予報システムは、AIを組

み込み、大幅な精度向上と事業者のコスト削減を促
進しています 43。例えば、スペインの全国的な風力
予報システム、AIを活用した Sipreolicoは、7年
間の運用で 24時間予報の誤りの数を半減させてい
ます。非常に狭い地域の AI予測モデルは、今では 1
週間でほぼあらゆる場所に導入できます 44。さらに、
IBMは現在、米国の国立大気研究センターと協力し
て、初の世界的な気象予報モデルを開発しています。
このモデルは、サービスが行き届いていない市場に
AIの能力をもたらします 45。 
　サービスが行き届いていない市場に恩恵をもたら
す可能性があるもう1つの技術は、ブロックチェーン
です。

　ブロックチェーンの利点は、エネルギー属性証書を
考えれば明らかです。電力セクターは、ブロックチェー
ンの適用可能性にあふれています。最も明白なユー
スケースの 1つは、エネルギー属性証書（EAC）市
場、主には米国の再生可能エネルギー証書（REC）
と欧州の発電源証明（GO）です。EACは概念的に
は単純です。各エネルギー属性証書は、1MWhの
取引可能な再生可能発電を認定します。しかし、追
跡プロセスでは、不正に関わる可能性がある複数の
当事者による複雑かつ高コストで時間のかかる相互
作用が必要です。ブロックチェーンは、全取引の信頼
できる共有マスターリストを提供することにより、レ
ジストリ提供者、仲介者、第三者による検証を不要
にします 46。自動化されたプロセスに、透明性、低
コスト、迅速さ、小規模な当事者からのアクセス可
能性を確保できます。ブロックチェーンによる EAC
は、信頼性や管理機関に関わる多くのハードルの解
消にも寄与すると考えられます。この点は、EAC市
場の立ち上げに苦慮している発展途上国では特に切
実です（「Powered by blockchain: Reimagining 
electrification in emerging markets」（ブロック
チェーンの活用：新興市場における電化の新たな像
を描く）参照）47。スタートアップ企業と大企業の両

方が EACブロックチェーンへの取り
組みを開始しており、最近では電力
会社と証券取引所が概念実証のた
めに提携しています 48。 
　一方、先進的な材料と製造の分
野では、2つの実証済みの概念がパ
ラダイムシフトへの道を開いていま
す。
　先進的な材料と製造：ペロブス
カイトと3Dプリントは、太陽光お

よび風力業界を変革しようとしています。ペロブスカ
イトはその登場以来、最も急速に発展する太陽光技
術となっており、シリコンでは半世紀かかった効率向
上を10年足らずで達成しています 49。2018年 6月
には、英独系のスタートアップ企業が研究室環境に
おいてペロブスカイト /シリコン・タンデム電池で記
録的な 27.3%の変換効率を実証し、研究室環境に
おけるスタンドアロン型シリコン電池の記録を破りま
した 50。ベルギーの研究者は翌月に同様の効率を達
成しており、双方とも 30%超の効率に手が届くとこ
ろまで来たと主張しています 51。ペロブスカイトはシ
リコンと比べて化学的に単純で、広い光スペクトルを
捕捉でき、しかも高効率を達成可能です。また、ペ

メーカーは太陽光と風力の需要
増加を見込んでいるため、こう
した新技術に多額の投資を行っ
ています。

太陽光と風力は世界の主流電源の一つから、最も選ばれる電源へ
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ロブスカイトは表面への吹き付けやプリントして巻き
取りもできるため、生産コスト削減とより広い分野へ
の応用が可能になります。ペロブスカイトモジュール
は、早ければ 2019年にも製品化される可能性があ
ります 52。
風力分野では、付加製造が新素材の利用に道を

開いています。米国では2つの国立研究所が業界と協
力して初の3Dプリントされた風力ブレード金型を製
造し、試作コストを大幅に削減するとともに、試作に要
する時間を1年以上から3か月に短縮しました53。次の
開拓分野はブレードの3Dプリントです。これにより、材

料と内蔵センサーの新たな組み合わせを利用してブ
レードのコストと性能を最適化するとともに、現地生
産で物流のコストとリスクを解消することができます。
メーカーは、まず風力発電所における予備部品のオ
ンデマンド3Dプリントを提供し、修理に伴うコストとダ
ウンタイムを削減する計画です54。GEは、すでに付加
製造を利用して風力タービンブレードの修理や改修を
行っています55。メーカーは太陽光と風力の需要増加
を見込んでいるため、こうした新技術に多額の投資を
行っています。

世界の再生可能エネルギー動向
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需要

都市、コミュニティ、新興市場、および企業は、
信頼性の高い、低コストで一層クリーンなエ
ネルギー源を追求する中で、ますます再生

可能エネルギーの需要を牽引しています。太陽光と
風力は、普及条件のトレンドに後押しされ、今やこれ
ら 3つの目標すべてに応える上で最も有利な地位に
あります。再生可能スマートシティ（SRC）は、再生
可能エネルギーをスマートシティ戦略の不可欠な要素
とみなしています。コミュニティレベルの再生可能エ
ネルギーは、消費者が電化の恩恵に浴し、また電力
を選択することを可能にしています。新興市場は、開
発戦略を推進する最善の手段として太陽光や風力を
取り入れています。企業は再生可能エネルギーの調
達により、業務を環境に優しいものに変えつつ業績
を改善しています。 

IV. 再生可能スマートシティ（SRC）
　SRCは、太陽光と風力でスマートシティの目標を
後押しできると認識しています。今や世界人口のほと
んどが拡大する都市に生活しています。一部の都市
では、先行的に「スマート」な手法を採用し、コネ
クテッドセンサー技術やデータ分析によりインフラを
管理しています。より高度なスマートシティの焦点は、
生活の質、競争力、および持続可能性を高めること
です（「Forces of change: Smart cities」（変革の力：
スマートシティ）参照）56。太陽光と風力は、これら
の目標が交わるところに位置しています。太陽光と風
力は、汚染の除去、脱炭素化、レジリエンスに貢献
しつつ、クリーンな電動モビリティ、経済的エンパワー
メント、およびビジネスの成長を可能にするからです。
SRCはこの合流点の技術を活かし、最大級の SRC
は既存のインフラを変革することにより、これらを行っ
ています。 
　最大級：人口 100万人規模の SRC。SRCは、太
陽光や風力を活用し、再生可能エネルギーの要素を
含むスマートシティ計画を策定しているような都市と
定義できます。表 1は、人口 100万人以上の都市
を風力および太陽光発電の割合が高い方から順に列
挙したものです。サンディエゴは世界の首位にありま
す。太陽光と風力がすでに電源構成の 3分の 1超を
占めており、2035年までに 100%再生可能エネル

ギーでまかなうという目標を定めています。サンディ
エゴは、地域主導型の SRCでもあります。米国政
府が気候変動対策から手を引く一方で、サンディエゴ
は再生可能エネルギーの導入を続けると明言してい
ます 58。また、カリフォルニア州全体の目標より野心
的な再生可能エネルギー目標を定めています。一方、
アジアの先進都市であるジャイプルは、政府主導型
の SRCです。インドの中央政府は、太陽光エネルギー
の要件を含む「100スマートシティミッション」を策
定しました 59。ジャイプルは再生可能エネルギーの
目標を定めていませんが、今年定められた州と国家
レベルの野心的な目標を活かそうとしています。ジャ
イプルの主要な SRC政策は、屋上太陽光設備によ
るインフラへの給電です。まず 8つの地下鉄駅に導

表 1

上位の再生可能スマートシティ 57

都市 人口（百万人）年間発電量に占める太陽光と風力の割合

サンディエゴ 1.4 33%

ロサンゼルス 1 20%

ジャイプル 3 20%

ハンブルク 1.8 14.8%

トロント 2.8 12%

バンガロール 11 10%

サンティアゴ 7.3 9%

ソウル 10.3 6.6%

台南 1.9 5.1%

パリ 2.3 4.2%

出所：デロイトによる分析

太陽光と風力は世界の主流電源の一つから、最も選ばれる電源へ
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入され、日中は完全に太陽光発電でまかなわれま
す 60。最後に、欧州の先進都市であるハンブルクは、
地域および国際機関主導型の SRCです。ドイツは国
家レベルのスマートシティ戦略や資金調達の促進策を
導入していませんが、欧州連合は多くのプラットフォー
ムや資金源を提供して SRC政策を支援しています 61。
ハンブルクは再生可能エネルギーの導入に加えて、
それらの支援策を活用し、欧州における再生可能エ
ネルギー関連の研究や企業の中心地として地位を高
めています。これらの SRCは、既存のインフラやシ
ステムをよりスマートで再生可能なものに変革すると
いう課題を共有しています。
　未開発地域の SRCでは、それらを一から生み出す
ことができます。
　最新：グリーンフィールドSRC。過去の開発、既
得権、官僚主義の制約を受けないグリーンフィールド
（未開発地域）SRCでは、最新技術を紹介し、試
験するモデル都市を建設できます。Peña Station 
Nextは、成長著しいデンバーと拡大するデンバー国
際空港（このプロジェクトの 2大ステークホルダー）
を結ぶ鉄道の駅があるという戦略的立地条件の活
用を目指す空港都市です 62。この 382エーカーの
コミュニティは、独立した屋上太陽光・蓄電池併設
マイクログリッドで電力をまかなっています。このシ
ステムは Xcel Energyが所有し、Panasonicが運
営するもので、これら 2社もこのスマートシティ開発
の主要なパートナーです。国立再生可能エネルギー
研究所（NREL）もこの都市と提携し、ネットゼロ・
エネルギー、カーボンニュートラルのコミュニティ計
画の策定を支援しています。カナダに目を転じると、
QuaysideはグリーンフィールドSRCで、トロントの
10大 SRCの 1つです。屋上および壁面設置型の太
陽光設備が、Alphabetの子会社である Sidewalk 
Labsと提携して開発された、この 800エーカーの
ウォーターフロント・コミュニティに電力を供給しま
す 63。最後に、昨年にはサウジアラビアの皇太子が、
ドバイと同様な国際ハブにすることを目指し、紅海の
ほとりにNEOMという10,000エーカーのグリーン
フィールドSRCを建設する 5,000億米ドル規模の計
画を発表しました 64。この計画では、蓄電池を併設
した太陽光と風力で全電力をまかなう都市を構想し
ており、紅海を渡ってエジプトへと至る橋の建設も含
まれています。
　第 1世代のグリーンフィールド・スマートシティは
人よりも技術を重視した結果、ゴーストタウン化し
た事例もあり批判を受けましたが、これらの新しい

SRCは、既存の都市構造の中に織り込むことを目指
しています。Peña Stationはデンバーにとって「生
きた実験室」の役割を果たし、Quaysideはトロン
トにとって「持続可能なコミュニティのモデル」とし
て機能し、NEOMはアジアとアフリカにとって「接
続ハブ」として役立ちます。太陽光と風力はこれらの
計画に不可欠です。Peña StationとQuaysideは
小規模な SRCですが、技術とビジネスモデルについ
て将来的に大都市にも拡張可能な概念実証を提供で
きます。NEOMは同様な成果をはるかに大きな規模
で提供できます。自由度が極めて大きいため、グリー
ンフィールドSRCの課題は、追求する価値のある組
み合わせへと選択肢を絞り込むことです。
　グリーンフィールドの再生可能プロジェクトは、送
配電網に接続されていない地域にとっても重要です。  

V. オフグリッド /オングリッドのコ
ミュニティ・エネルギー
　当初、「コミュニティ太陽光」に向かったトレンドは、
柔軟性を向上させる蓄電池や管理システムを追加し
て、「コミュニティ・エネルギー」へと拡張されています。
こうした拡張の結果、コミュニティ・エネルギーはオ
フグリッド（送配電網へのアクセスがない）地域とオ
ングリッド（送配電網へのアクセスがある）地域に対
して、新たな形で役立っています。オフグリッド地域
では、他の選択肢と同水準の価格と性能で電化を実
現できます。オングリッド地域では、送配電網から独
立してコミュニティに電力を供給できることから、レ
ジリエンスと自己決定の目標を達成できます。多くの
国は、再生可能エネルギー導入の恩恵を社会に行き
渡らせる中で、どちらの状況でもコミュニティ・エネ
ルギーを受け入れています。
　オフグリッド地域では、コミュニティレベルの再生
可能エネルギーで最適な電化を実現できます。オフグ
リッド地域におけるコミュニティ・エネルギーは、電
化を可能にし、利益をコミュニティに再投資するコミュ
ニティ所有型のパートナーシップと定義できます。プ
ロジェクトは、主に十分な人口密度を有する農村地
域の太陽光・蓄電池併設マイクログリッドで構成され
ます。太陽光電源のマイクログリッドの主な推進要因
は、燃料電源のマイクログリッド、送配電網の延長、
石油ランプやディーゼル発電機と比較したコスト効率
の高さです。また、再生可能エネルギーのマイクログ
リッドは通常、発展途上国の送配電網より高い信頼
性を備えています 65。非政府組織（NGO）は、主に

世界の再生可能エネルギー動向
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そうしたコミュニティ・エネルギープロジェクトの立ち
上げや資金提供を担っています。コミュニティ・エネ
ルギーが他の電化方式より有利な点は、コミュニティ
の力強い支持とエンパワーメントです。同じ論理が多
くの島嶼市場や先進国の辺境地域にも当てはまりま
す。逆に、先進国の一部のコミュニティでは、オフグリッ
ド化の手段としてコミュニティレベルの再生可能エネ
ルギーを追求しています。そうした動きは、2017年
にコミュニティ・エネルギーが大幅に増加したオース
トラリアで顕著です 66。全国的な送配電網より信頼
性が高く、低コストで、しかもクリーンな発電を目指
して、タイアルガム・エネルギープロジェクトなどの
コミュニティは、再生可能エネルギー
による自律型のマイクログリッドを開発
しています。余剰電力が生じた場合は、
電力会社に販売するか、または完全
に切断することが可能です 67。 
　送配電網が行き届いた地域で、コ
ミュニティ・エネルギーは風力および
太陽光資源の共同所有や共同利用を
実現しています。エネルギー協同組合
は最も一般的な形態で、市民が再生
可能資源を共同で所有し、運営してい
ます。ドイツはエネルギー協同組合の
世界的な先進地です。同国で昨年導入された再生可
能エネルギーの 5分の 2以上は、協同組合の所有
でした。ドイツは最近、エネルギー協同組合が公平
に電力の入札に参加できるようにするための新たな
ルールを導入しました 68。デンマークもエネルギー協
同組合を強力に支援し、すべての風力プロジェクト
のうち地元コミュニティが主体となる割合を 20%に
することを求めています 69。エネルギー協同組合は、
これら 2か国で再生可能エネルギーの導入に対する
市民の強い関与と支持を確保する上で貢献していま
す。デンマークのサムセー島は、全国的な競争に促
され、コミュニティ・エネルギーモデルの下、10年
足らずのうちに、化石燃料に完全依存した市場から
100%再生可能エネルギーに基づく市場への移行を
果たしました 70。デロイトの「Unlocking the value 
of community solar（コミュニティ太陽光発電の真
価を解き放つ）」で指摘されているとおり、米国でも
エネルギー協同組合はコミュニティ・エネルギーの草
分けです 71。協同組合所有の電力会社は、組合員

顧客の需要に支えられ、米国のコミュニティ太陽光
プログラムの 70%以上を占めています 72。一方、容
量の大部分を占めるのは、より大規模な電力会社で
す。米国の家庭と企業のほぼ半分は、屋根に適当ま
たはアクセス可能なスペースがないために太陽光シ
ステムを設置できません。コミュニティ・エネルギー
は、そうした家庭や企業が共同の太陽光プロジェクト
から電力を購入し、公共料金について信用供与を受
けることを可能にします。サードパーティの供給業者
がコミュニティ太陽光の容量のうち3分の 2を、概
してコロラド、ミネソタ、マサチューセッツの各州で、
主に法人顧客に対して提供しています。一方、電力

会社は残りの容量を担い、主に個人顧客にサービス
を提供しています 73。低コスト、再生可能エネルギー
を求める顧客の需要、およびレジリエンスに対する懸
念が、コミュニティ・エネルギーの旺盛な需要を牽
引しています。最後のレジリエンスに対する懸念は、
コミュニティを停電から保護するマサチューセッツ州
の CCERI（Community Clean Energy Resilience 
Initiative）グラントプログラムに反映されています 74。
自然災害や悪天候の後に停電に見舞われた多くのコ
ミュニティは、不可欠なインフラを保護するレジリエ
ンス確保の手段として、コミュニティレベルの再生可
能エネルギーによるマイクログリッドに目を向けてい
ます。こうした動きは日本で見られます。日本では、
コミュニティ・エネルギーを支援する国家レベルのレ
ジリエンス確保計画が策定されています 75。 
　先進国市場では都市とコミュニティが太陽光や風
力の導入にますます重要な役割を果たす一方、新興
市場では国家が最も重要となっています。

先進国市場では都市とコミュニ
ティが太陽光や風力の導入に
ますます重要な役割を果たす一
方、新興市場では国家が最も
重要となっています。
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VI. 牽引市場としての新興市場
　太陽光および風力の業界と市場は、先進国（所得
の高い 33か国のOECD加盟国）で誕生して成熟し
ましたが、その重心は新興市場（先進国以外のすべ
ての国）に移行しています。新興市場は、2013年
に陸上風力の成長率で、また 2016年には太陽光の
成長率で先進国を上回りました。2017年には、新
興市場が再生可能エネルギーに対する世界の新規投
資の 63%を占め、先進国との投資格差は過去最大
の規模に広がりました 76。今や新興市場は累積容量
でも先進国を超えようとしています（図 5）。新興市
場は再生可能エネルギーのコスト低下を促すことによ
り、再生可能エネルギーの導入で先進国を飛び越え、
よりCO2排出の少ない開発を追求し、先進国にも恩
恵をもたらすようなイノベーションを進めることを可
能にしています。
　中国は世界的なリーダーとして、再生可能エネル
ギーの成長における新興市場の台頭を後押ししてい
ます。中国は 2017年に太陽光および風力の成長率
と総設備容量で最高を記録し、両電源が 100GWを
超える唯一の市場となっています。2017年には、中
国だけで太陽光の新規設備容量の半分超、世界の
太陽光パネル生産の 3分の 2を占めていました。上
位 10社の太陽電池サプライヤーのうち8社が中国
系で、中国の風力最大手 3社は合わせると風力市場
で最大のシェアを占めます 77。また、中国は新興市
場に対するクロスボーダー・クリーン投資の受入側と
投資側の双方で上位 10か国内にランクされる唯一
の国であり、投資側の上位 10か国中、唯一の新興
国です。クロスボーダー・クリーン投資が記録的な
規模に達した 2015年から 2017年上半期に至るま
で、中国は他の 11か国の新興市場の太陽光と風力
に 22億 3千万米ドルを投資し、自国の太陽光と風
力に 13か国から 13億 4千万米ドルの投資を受け
入れました 78。

注記：数値はすべて千MW単位。
出典：IRENA、「Renewable Capacity Statistics 2018」
（再生可能エネルギー容量統計2018）から計算した容量。

図5

新興市場は太陽光と風力の
設備容量で先進国を追い抜こうと
している
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注記：数値はすべて千MW単位。
出所：IRENA、「Renewable Capacity Statistics 2018」
（再生可能エネルギー容量統計2018）から計算した容量。
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　中国を除いても、新興市場は再生可能エネルギー
の成長を牽引しており、将来の成長を促進する最大
の可能性を秘めています。中国を除く新興市場は太
陽光と風力の年間追加容量で先進国に及びません
が、新興市場の追加容量に占める中国の割合は、
2016年から 2017年にかけて太陽光と風力の両方
で減少しました 79。その他の分野では、中国以外の
新興市場が先頭に立っています。太陽光および風力
容量の入札では、メキシコとアラブ首長国連邦（UAE）
で直近の最安値を更新しており、2017年に太陽光
と風力でそれぞれ世界最低の落札価格を記録しまし
た。入札の結果、インドは世界で最も競争の激しい
再生可能エネルギー市場となっており、新規参入も
盛んです 80。インドとトルコでは、2017年に太陽光
の容量が倍増しました。インドは最近、すでに非常
に高く設定されていた再生可能エネルギーの目標を
「2022年までに 227GW」へと引き上げました 81。
新興市場は過去 2年間、新規の CSP容量すべてを
供給しています。南アフリカは、2017年に新規の
CSP容量を稼働させた唯一の国でした。一方、UAE
は、2020年に稼働する予定の世界最大の CSPプロ
ジェクトを発表しました。再生可能エネルギー投資の
対 GDP比が特に高い国も、マーシャル諸島、ルワン
ダ、ソロモン諸島、ギニアビサウ、セルビアなど、す
べて新興市場です 82。最後に、最大の未電化市場で
あるサブサハラ・アフリカは、再生可能エネルギーに
極めて大きな成長機会を提供しています。この最も
周縁化された地域は未電化で、しかも人口密度が低
いため、多くの場合、従量制の戸別太陽光システム
が最善の電化方式となります。国際エネルギー機関
の推定では、今後 20年間で、電力を利用していな
い大半の人々が、分散型の太陽光システムとマイク
ログリッドによって電力にアクセスできるようになりま
す 83。

　新興市場ではイノベーションが生み出されていま
す。先進国は、もともとは新興国で立ち上げられた
市場や製品設計の恩恵を受けています。例えば、再
生可能エネルギーの入札は、まず新興市場で取り入
れられたトレンドであり、全世界で再生可能エネル
ギーの価格を急落させています 84。また、新興市場
で国内向けに設計されたいくつかの太陽光および風
力製品が、今ではリバースイノベーションを通じて先
進国市場でも導入されています。例えば、発展途上
国のオフグリッド地域を電化するために設計されたマ
イクログリッドは、先進国の辺境にある鉱山でも活躍
しています 85。
　さらに視野を広げると、先進国と発展途上国間の
移転を促す上で企業の役割が拡大し、再生可能エネ
ルギーの成長を促進しています。       

VII. 企業が関与する範囲の拡大
　企業は新しい方法で再生可能エネルギーを調達し
ており、このプロセスにはますます多くの産業セクター
が関与しています。電力購入契約（PPA）は、企業
が調達の質に関心を高めるにつれて、特に選好され
る調達手段となっています。判断基準となるのは追
加性、つまり、その調達によって測定可能かつ追加
的な再生可能エネルギー容量が生み出されるという
保証です。PPAは最大の追加性を提供しますが、こ
の契約を利用できるのは主に大規模な企業です。ア
グリゲーションは、中小規模の企業に範囲を拡大し
始めています。また、最大規模の企業はサプライチェー
ンにも自社の再生可能エネルギー目標を適用してい
るため、中小規模の企業に対して、再生可能エネル
ギーを調達するように要請や支援を行っています。
　PPAは企業の調達手段として最も急速に拡大して
います。企業は自家発電または調達により、2017
年に世界全体で 465テラワット時（TWh）の再生可
能エネルギーを消費しました 86。企業が再生可能エ
ネルギーを調達している 75か国では、さまざまな範
囲で、EAC、公益事業グリーン調達プログラム（UGP）、
PPAという3つの調達手段が利用可能です。
　EACは最も広く利用されている調達手段で、57
か国で利用できる上、調達が容易です。EACにより、
企業は再生可能エネルギーに関する政府の要求や自
主目標への適合性を認定できます。ただし、EACは
再生可能エネルギーのコスト上の利点を完全に反映
するわけではなく、また追加性を必ず提供するとは限
りません。UGPは欧州を中心に 39か国で利用可能
ですが、最も事例が少なく、透明性の低い手段です。
UGPは EACに関連付けられ、同じ難点を伴うこと

中国を除いても、新興
市場は再生可能エネル
ギーの成長を牽引して
おり、将来の成長を促
進する最大の可能性を
秘めています。

太陽光と風力は世界の主流電源の一つから、最も選ばれる電源へ
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がよくあります。PPAは 35か国で利用可能で、急速
に拡大しています。2017年に、企業は 10か国で記
録的な 5.4GWもの再生可能エネルギーの PPAを締
結しました 87。2018年 7月末までに、企業はこの
記録を大幅に超え、28の市場で 7.2GWを購入しま
した 88。PPAは EACやUGPより大きな追加性とコ
スト節減を提供するだけでなく、通常の電力価格と
比べても有利です。ただし、PPAは中小規模の企業
では利用が困難です。PPAは、電力コストが営業費
の 15%を超える企業で選好される手段です 89。そう
した企業のほとんどは、エネルギーが重要な費用項
目であるため、その調達を積極的に管理しています。 
　3つの調達手段は、いずれも北米と大半の欧州諸
国で利用可能です。これらの先進国は引き続き企業
の主要な調達市場であり、ITは依然として最大の調
達セクターです。とはいえ、他のセクターの企業も再
生可能エネルギーの調達を増加させており、新興市
場では調達を容易にする対策がとられています。新
興市場であるインドとメキシコも包括的な調達手段

を提供しており、多国籍企業や国内企業による調達
の増加が見込まれています。     
　アグリゲーションとサプライチェーンを通じて、企業
は複合的な効果を実現できます。フォーチュン 100
企業のうち3分の 2は再生可能エネルギーの目標を
定めており、企業による PPAを通じた世界的な調達
をリードしています。これらの企業の多くは RE100
に参加しています。これは、消費電力の 100%を再
生可能エネルギーから調達すると約束している 140
社のグループです（2018年 9月時点）90。これらは
すべて前向きな動向ですが、企業による再生可能エ
ネルギー調達の勢いは、中小規模の多くの企業がこ
の取り組みに参加し、企業の調達手段をすべて利用
できる場合にのみ持続可能です。デロイトが 2017
年 の レ ポ ート「Serious business: Corporate 
procurement rivals policy in driving growth of 
renewable energy」（深刻な問題：企業による調
達は再生可能エネルギーの成長を促進する上で政策
に匹敵）で指摘しているように、中小規模の企業は

Source: IRENA, “Corporate sourcing of renewables: Market and industry trends,” 2018.
Deloitte Insights | deloitte.com/insights
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出所：IRENA、「Corporate Sourcing of Renewable Energy: Market and Industry Trends」
（企業による再生可能エネルギーの調達：市場と業界の動向）、2018年。
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次に控える機会の波といえます。アグリゲーションを
通じて、中小規模の企業はパートナーシップを形成
し、共同で発電所規模の PPAを実施できます。一
部のプロジェクト開発業者は現在、一連の PPAを集
約することにより、これら中小規模の企業との妥協
を図っています。昨年、あるフォーチュン 1000企業
が 80MWの風力プロジェクトの 10%について PPA
を締結しました。その企業がプロジェクトの規模の
経済を活かす一方、開発業者は顧客基盤の分散化
と、複数の中小規模の企業で構成される財務リスク
プールの恩恵を受けます 91。この同じ企業はその後、
290MWの再生可能エネルギー容量を3社の企業と
共同で購入しました。その中の 1社は再生可能エネ
ルギーの調達で上位にあり、その他のパートナーな

ら確保できないようなアクセスと有利な PPA条項を
実現しました。企業による調達の範囲は、サプライ
チェーンを通じても拡大しています。RE100企業の
3分の 1は、100%再生可能エネルギーという目標
を自社のサプライチェーンにも拡張しています。こう
した適用範囲の拡張には、多国籍企業が持つ専門的
ノウハウや資本を新興市場の再生可能エネルギーセ
クターにもたらすという追加的な利点があります。再
生可能エネルギーの調達で上位にある企業が最近、
3億米ドル規模のクリーンエネルギー・ファンドを設
立し、中国における 1GWの再生可能エネルギー開
発に投資しました。その企業は、これをモデルとして
他の国で再現したいと考えています 92。 

太陽光と風力は世界の主流電源の一つから、最も選ばれる電源へ
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結論

太陽光発電と風力発電は最近、世界の大部分
で主流のエネルギー源から最も選ばれるエ
ネルギー源となり、また 1つ境界線を越えま

した。太陽光と風力が従来型のエネルギー源に対し
価格・性能面でパリティに到達し、送配電網を強化
できることを実証し、新技術により競争力をますます
高めるにつれて、導入を阻む障壁や上限は解消しつ
つあります。すでに世界的に最低コストのエネルギー
源の 1つとなった太陽光と風力には、さらなる成長
の余地があります。普及条件はまだ向上の途中段階
にあります。より一層高い効率と能力を実現する新技
術に支えられ、コストは引き続き低下しており、円滑
な統合が急速に進んでいます。
　一方、再生可能エネルギーの需要は増加の一途を
たどっています。太陽光発電と風力発電は、今や信

頼性、低コスト、環境配慮というエネルギー消費者
の 3つの優先事項を満たそうとしています。デンマー
クなど主導的な再生可能エネルギー市場では、これ
らの目標について国際機関、政府、地域コミュニティ
の利害が一致しています。政府が脱炭素化の取り組
みから手を引いている米国やオーストラリアなど、そ
の他の市場では、都市、コミュニティ、企業が最も
重要な役割を果たすようになっています。それらの当
事者が進んで空白を埋め、需要は増加し続けていま
す。最後に、開発や電化に伴い最も大幅な電力需要
増加が見込まれる新興市場は、太陽光と風力で一足
飛びに主導的地位へと上っています。再生可能エネ
ルギーへの追い風がこれほど強まったことはかつてあ
りません。 

世界の再生可能エネルギー動向
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